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いわゆるr地質調査所｣はその名称が異なって呼ばれることはあるものの先進工業国開発途上国の如何

を間わず国の中枢に国立研究機関として設置されており国の保全や政策決定たどに重要た役割を果してい

る.当地質調査所ではその長期構想の策定に当り先進諸外国のr地質調査所｣がどのように性格付けされて

いるかを知るための調査活動を1986年に実施した.その結果判明した先進各国の地質調査所像は我が国のそれ

とはとくに(人的･物的)撹模に･おいて異たるものであった.

一方本誌には各国地質調査所訪問記がときおり掲載されているがその機構予算人員他機関との関

係たどについての系統だった記述は非常に少ない.そこで今回私達が集めた資料から主要な先進諸国の地質

調査所を2回に分けて紹介し諸外国と我が国との違い我が国に不足しているものなどについて考える材料と

したい.
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第1図NERCの研究･サｰビス機関

BGS:英国地質調査所BAS:英国南極調査所FBA:淡

水生物学協会IH:水理学研究所IMB:海洋生物化学研究

所IMER1海洋環境研究所IOS:海洋科学研究所IOV:

ウイルス学研究所ITE:陸上生態学研究所MBA:英国海

洋生物学協会NSS:NERC科学サｰビスRVS:調査船サ

ｰビスSMBA:スコットランド海洋生物学協会SMRU:

海洋哺乳動物研究所UCPE:比較植物生態学研究所

英国地質調査所
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電話060-77-6111テレックス378173BGSKEYG

且.機構

英国地質調査所,(B.itishG.o1ogi.a1Su岬｡y,BGS)

は1835年に設立された世界で最も古い地質調査所であ

る｡現在は自然環境研究審議会(NaturalEnvironment

ResearchCounci1,NERC)配下の研究所の一つである･

NERCは自然環境に関する物理･生物科学の研究の立

案･促進を図る目的で1965年に設立された.NERCの

15の研究･サｰビス機関は英国全土に分散配置されてい

る(第1図).

BGSは1984年4月にInstituteofGeo1ogica1Sciences

からBGSに名称が変更され併せて組織改革が行われ

た｡BGSの主次役割は英国本土及び周辺大陸棚の

地質調査関連する基礎研究海外開発庁(0verseas

Deve1opmentAdministration,ODA)予算による発展途

上国技術援助である･現在の組織は第1表の通りであ

る.たおBGSの一部であった地質博物館(Geo1ogi･a1

Museum)は1985年3月に大英博物館の一部とたっ

た.

BGSの研究者は地球化学地質学地球物理学の3

つの科学部門のいずれかに配属される.そこから必要

に応じて4つのプログラム都門(地質調査北部同南部

海洋調査･地熱海外調査)に配属される.科学部門に

はグルｰプがあり基礎研究とプログラム部門の支援を

行う.
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第1表

RGSの組織

所長

次長

事務長

管理部門

企画室

情報･中央サｰビス

情報システム

テ｣タベｰス

三次元モテ)レ

自動図化

情報普及

編集･出版

地球科学デしタセンタｰ

図書室

写真

製図

広報､渉外

プログラム部門

一地質調査(北部)

基盤地質

下部古生界(S.Upla皿d,LakeDi富triot)

上部古生界､中生界､第三系(Scot1a皿d)

上部古生界(N,NWE㎎la皿a)

��敬慮�

地質調査(商都)

SWE㎎land

基盤､下部古生界(W刮1e昌,SE㎎la皿d)

上部古生界(Midlands,SWales)

上部古生界(C,SPe㎜ine畠)

中生界､第三系

海洋調査､地熱

炭化水素(海域)

炭化水素(陸域)

海洋地質

海洋地球物理

地熱

海外調査

アジア､太平洋地域

ラテンアメリカ､ヨｰロッパ

アフリカ､中東

海外水理地質､

科学部門

地球化学

分析化学

地質年代学･同位体地剤ヒ学

鉱物資源､応用地球化学

鉱物学､岩石学

流体プロセス

地質学

地質工学

水理地質学

古生物学

層序学､堆積学

構造発達

地球物理学

地域地球物理学

地磁気

地震学

探部地質学

リモｰトセンシング､空中物探

管理部門には企画室と情報･中央サｰビスがあり後

者は情報システム情報普及広報･渉外の業務を担当

している.第2表にBGSの主な出版物を示した｡

BGSの本所はKeyworth(Nottingham郊外ロソドソ

北方約200k皿)にあり(第2図)支所がEdinburgh出張

所がNewcast1eAberystwythExeterBe1fastにあ

る･その他地球化学研究施設はロソドソ(いずれ

Keyworthに移転)水理学研究施設はWa11ingfordに

第2表

逓GSの主な出版物

地図類

1:250,O00地質図(基盤海底堆積物第四紀)

地物図(重力磁気)

1150,000又は1:63,360地質図(基盤表層)

イングランド･ウェ､ルス出版ずみ291シｰト

スコットランド119シｰト

⇒ヒアイルランド40シｰト

未出版
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㌨�┩

㌨�┩

報告書類(主なもの)

Memoirs(図幅の説明書)～70劣

ぶ敲�慳�浯楲�

Report(ぽぽ月刊)
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第2図英国地質調査所(キｰワｰス)

地磁気観測所がHart1andEskda1emuirLerwickにあ

る.

研

究

員

■'一■'一一1I-I1一一}.､`一一�.一'■一.`1■一.一一■����1000

一･'1I一･■`.,一“`■一'･一■�����

10-1一`､`千1一･'''1■�'一､.一1.'一1.一一����

�1^一｡.一一I一`'.一〇■��.｣1一一.■.･一..'一一��

■1一}'■一.一■一1�一1一』`■一'■I一'一.■一I��lt`一･･一･'“一･,��

･;､二さ･●･一一一一���一■I.一1■■一','･'.■�一11■1■'1.■■■.一1一一�

1.'一一､1･■■一一一一'.'1､■一1�一.■一1ζ二二��.■一一･一一･.''､一.■�･^■.一･,`一一≒･'.'1･�

一`■1一一I.`,1'･^一�'■■'■^･●.`日1･･一F��1■■一■■一.一.■一･}i･�■一一}1一■一■一･一■一�

'}一●･'',}1､�一'一■.●^,.'.一■一��一.一'一'.■1一■■一一.�'･一`■.■i一`一1一一�

顯�=ζ二=���■1■一■一一�

�L^'皿���1一一}�

����}･･'一�

����…→■■�

���〰

一⊥汕}�■山^!^1'�1一�山''��一Lユ

���弓㈱�㈯���弓�����

��弓㈱�㈯���弓����

第3図BGSの職員数の推移

2.人員

1984/5年におけるBGSの人員は次の通りである.

研究者:525人(64%)支援技術者(製図写真実験

補助など):140人(17%)行政:85人(11形)行政補助

(運転手掃除婦等)166人(8%)合計816人である.

たお人員は1982/3年の約1100人から年毎に減少Lてい

る(第3図).

3.予算

BGsの1984/5年における予算は2520万ポンド(約

60.5億円£1=240円)であり内訳は科研費(NERC)

970万ポンドエネルギｰ省720環境省210通産省230

0DA230EEC30その他130である.一方支出は

陸域調査330海域調査460技術開発50環境150エ

ネルギｰ70鉱物120等である･予算のうち給料は

約1000万ポンド約40%を占る･科研費は1985/6年は

約600万ポンドと大幅に削減された(第4図).エネル

ギｰ省予算は最大であり他の予算が減少ぎみであるの

に対してここ数年はほぼ一定である･これは主に北

海の炭化水素鉱床探査に使用される.

科研費の大幅た削減によりBGSの本来業務である

図幅調査の計画的遂行が困難とたりつつあり基礎研究

も同様の事態とたっている.世界で唯一英国だげが

この時代に逆行する傾向をたどっているのは悲劇的であ

るとAmua1Reportは述べている･

£30m

科研費

その他r-
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第4図BGSの予算の推移
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4.他機関との関係

エネルギｰ省(DOE)のオフショア石油開発技術の研

究開発プログラムの中で大陸棚の基礎的系統的地質

調査をBGSが担当している.その主た調査対象は炭

化水素鉱床に関連した深部地質と海底地質である･そ

の他石油オペレｰタが得た地質情報はライセンス条項に

もとづきすべてBGSに集められることになっている.

これらのデｰタの総合解析もBGSが行っている.

海外開発庁(0DA)は1984年に総額1311百万ポンド

(約3150億円)の海外援助を発展途上国を対象に行って

いる.BGsの1984/5年における0DA予算は230万

ポンドであり主な調査対象はボリビア先カンブリア

地殻の進化Puno地質計画(ペノレｰ)コスタリカ金鉱

床東南アジア錫花嵩岩スｰダン地下水トルコダイ

ラタソシｰ計画である.

ODA管轄化の特殊法人である英連邦開発公社(Com一

地質ニュｰス395号�
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mOnOwea1thDeve10PmentCorporation,CDC)は総額

591百万ポンド(約1420億円1984年)の海外援助を行っ

ている.その対象は最貧国の再生可能資源に重点が置

かれているが鉱業については17.1百万ポンド(約41億

円1984年)が支出された.たおNERC傘下で地球

科学に関係のある研究機関として次のものがあげられ

る.

1.英国南極調査所

南極に5つの常設基地を置き2隻の船を使用し

て年間観測･研究を実施している･勿論地質学や

地球物理学の研究も行われている.

2.海洋科学研究所(IOS)

海流潮汐海洋生物などの研究と共に海底地

質やエネルギｰ･鉱物資源の調査を実施している.

3.水理学研究所(IH)

主として海外における水資源の調査開発が行わ

れている.

5.民間との関係

北海石油開発を目的に1976年石油分社(BritishNa

tiona10i1Corporation,BNOC)が設立されたが1982

年にBNOCは民営化され探鉱･生産部門はBritoi1が

引き継いだ.一方BP,She11は英国を本国とする国

際石油会社であり北海石油の探査･開発に多額の資金

が投入されている.

民間企業の国内金属資源探鉱に対して通産省から補

助金を出す制度(鉱物探鉱投資補助金法)が1972年に発

足した.対象鉱種は非鉄金属(タングステン鉛亜

鉛など)蛍石バリウム鉱燐鉱などである.補助

率は通産省が認めた経費の35形である.

6.あとがき

BGSの最大の特徴は国立研究機関ではなくて我が

国の公社･公団に近い組織である事である.この組織

換えが行われたのはNERCが出来た直後の1967年のこ

とでこの年に職員は国家公務員ではたくなった.

1971年には研究機関における“依頼老一契約者"の思想

が導入され科研費が減って関係省庁の委託研究費が

増えた･1978/9年にはその割合は80房という驚異的

た高さとたった･このことはBGSの性格を著しく変

えさせる要因となっている･さらに最近の緊縮財政の

元で科研費の削減により図幅調査や機器の維持などが

困難とたってきている｡

BGSの現状について憂う声は外部からも聞かれ1984

年10月のNatureの巻頭言ではNERCを解体しBGS

は国立研究機関に戻るべきとの提言もされている･し

1987年7月号

かしBGSを含めてNERC傘下の研究機関の組織改革は

着々と進行中のようである･

参考資料

��������剥灯牴景������

海外経済協力基金(1986):海外経済協力便覧

岡田一郎(1984):欧州諸国における万油開発関連産業の実態

(その2).石油の開発と備蓄1984.1O石油公団.

金属鉱業事業団資料センタｰ(1982):開発環境解析委員会報

告書56年度.

石油公団･石油鉱業連盟(1983):石油開発関係資料1984
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フランスの地質鉱山研究所

本部:TourMirabeau-39-43,quaiCitroεn,F75739

�物獃�數��牡��

電話(33-1)45,78,33,33

ファクシミリ(33-1)45,78,34,38

テレックスBRGM780-258F

中央サｰビスセンタｰ:AvenuedeConcyr-B.p.600945060
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1.地質鉱山研究所(BRGM)の概要

機構･人員

地質鉱山研究所(BRGM,BureaudeRecherchesGeo1o-

giques･tM1ini･…)は海洋地質と石油地質を除くフ

ランス本土及び海外の地質及び地下資源に関する調査

研究及び開発を行う組織で現在は工業･郵便通信･

観光省の管轄下におかれている.

BRGMは1959年に海外鉱山局と地質･地球物理研

究所とが合併されて発足し1968年にはフランス地質図

出版局を吸収し現在の体制を築いた･その後何回

かの組織変更を行って1985年11月には第5図のようだ

組織に至っているがこの組織はBRGM本体とよぶべ

きもので全体の事業は本体と本体が出資する系列会

社約80社から成る｢BRGMグルｰブ｣によって行われ

ている.したがって本体だけをとっても日本にお

ける地質調査所金属鉱業事業団一それに大手の地質コ

ンサルタントを加えた公社のようだ組織であるとみてよ

し･.

BRGM全体の事業は性格によって大きく3らに分

けられる･第1は基礎的科学的調査研究鉱物資源

調査(インベントリｰ)及び災害･環境だとの公共事業

を含む公的た任務第2は民間企業と同様に直接あ

るいは系列会社を通じての出資により探鉱鉱山開発

及び鉱山経営を行って利益を追求する鉱山会社としての

活動そして第3は探鉱その他の技術コンサルタン

ト業務を行うとともに内部で開発した調査･解析用の�
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機器の販売をも行うコマｰシャルベ

ｰスの活動である.

BRGM本体の組織(第5図)のう

ち理事会はBRGM全体の運営に

責任をもち政府各省代表7有識

者5職員代表6の計18名で構成さ

れ鉱山及び地球科学の2つの諮問

委員会をもっている.パリの本部

に総局即ち主脳陣と総務部門約60

名がおり事業部門を主とする約

1100名がオルレアンの本庁舎で働い

ている(第6図).事業部門のうち

科学部はいわゆる企画･出版部門で

あり図の5つの分野毎に研究部門

の職員と外部有識者からたる研究指

導･評価委員会が設けられており

その助言に基づいて事業の企画･評

価･運営を行っているものと考えら

れる｡そして地質部が国内地質

調査所とされている｡この他に

本土の地方地質部24カ所(約350名)

地方鉱山部3カ所(約135名)海外

県･海外領土事務所4カ所(約40名)

に代表部28カ所(約190名)がおかれ

ある.

��理事会･�1匝鶉����

��総局･�･匡蚕����

財政部�人暮･厚生部������

��会計室��法務室�広報室��

科学部�営業部�地質部��技術部��鉱山部�

科学･技術研究�フラン�ス課�地下水･洞穴課�地球物理課���

指導･評価委員会������操業･経営参カロ課�

�フワリかマダガスカル課�地質�課�鉱物学･地化学�製�錬�課

����･分析課���

�ヨｰ日ツバ'アメリカ･�エネルギｰ課���選�鉱�課

�アソア･オセアニア課���情報処理課���

基盤地質学��北西部地質課���鉱�床�課

�アラブ'諸国訳���グラフィック課���

鉱物資源��北東部地質課����鉱山プPジ星クド課�

�財務�課�����

地球科学��西部地質課����マｰケッティング課�

�販売促進課������

地下水･地慈��南東都地質､課�����

地質･環境･自然��南西部施質課�����

災害工学�������

アフリカだと外国

営業部の管理下に

BRGM本体の1984年末における職員の数は2019名で

1982年の2158を頂上として減少しつつある.第3表に

その階層別及び専門分野別の職員数を示す･この2年

間の減少に対応して階層別では中堅技術者･管理職

を優先し若い研究者･一般事務員の採用を抑えた.

専門分野別では地質･採鉱･製図関係を減らし水理

地質･コンピュｰタ関係を増やした.これは業務内容

第5図BRGMの組織の概要(1985年11月)

∅

第6図オルレアンの研究事業センタｰの概観

が地質･鉱山分野から地下水･国土整備分野に変化

Lているのに対応している.

予算

BRGM本体とその子会社SEREMが100老支配する

系列会社の1984年度総事業費は約1070百万フラン(約

375億円)である.1981年から1984年の間の業務の性格

別及び専門分野別内訳の変化を第7図及び第8図に示

す.財源の内訳は1982年で自己資金56劣産業省

(当時)37劣他省庁7%計1143百万フラン(約400億

円)でこのうち人件費は産業省予算に含まれ70百万

フラン(約24.5億円)であった.

費も1982年を頂上にして減少しつつあり資源関係が減

少の中心で基礎的科学的調査研究費地下水国土保

灘灘全･整備関係は伸びてきて/･る1…年の基礎的科学

的調査研究費の内訳を第9図に示す.

情報に関する活動

フランスの鉱業法はボｰリングたどによる地下10m

以深の作業の関係デｰタを政府に提出することを義務付

けているためBRGMは全土における掘削や地下工

事によって得られた地質情報の全てを収集し保管･公

開することを任務のひとつとしている.これらのデｰ

地質ニュｰス395号�
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策3表通RGMの階層別分野別職員数(1984年)

階層別

主席技師及び上級幹部

技師及び幹部

専門職幹部補佐

一般事務職員

うち女性

187人(O)人

����

��㌳�

㈷���

合､計2･019(567)

専門別

事務系

幹部

一般職員

地学系

土質工学

鉱山地質学

地球物理学

一般地質学

文献地質学

水理地質学

その他技術系

グラフィック

コンピュｰタｰ

実験･分析

機械

合計

(543)人

�　

�㌀

���

�

㌵　

�

��

�

㈱�

���

��

�

��

��

㈬��

タによって作成されたデｰタベｰスから原デｰタ及び

種々の加工結果を提供するサｰビスを行っている･

一方1968年以降の世界中の地質文献と1750年以降

のフランスの地質文献を網羅する文献検索システム

PASCAL-GEODEを国際的ネットワｰクによって維持

している.

BRGMとOMP(政府の基礎資材調査室)とが共同で

資源関係ニュｰスのデｰタベｰスを作成し全土のネッ

トワｰクシステムで公開LているのがGEOMINEであ

る.この他世界中の地質図作成状況を四半期毎にまと

めたGEOCARTE-INFORMATIONを1984年から発行

し始めた･主要出版物は第4表の通りである･

2.BRGMと他の地質関係研究機関

石油資源の探査･開発に関する研究は国立石油研究

所(IFP)の他SNEACFPだとの大手企業の研究所

で行われておりBRGMはこの分野には全く手を出

していたい.IFPは総勢1250名うち探鉱関係180

名で総予算は616百万フラン(220億円)である｡

海洋地質の調査研究はフランス海洋開発研究所(IF

REMER)の前身のCNEXOが設置された1967年以来

国として強力に推進されてきた･IFREMER傘下のブ

1987年7月号

コマｰシャルベｰスの活動

�

採鉱

国土保全･整備･開発

エネルギｰ開発

地質調養

一般的技術指導､その他

鉱山会社としての活動

(自分あための探鉱､鉱山開発)

公的任務としての活動

�

基礎的科学的調査研究

資源リスト作成

公共事業

�100万フラン����

����������

1,OOO��99工���

����㌷��

����

�〉��

���

��������

����

�������

��㌉�

�����㌀

�伉�〉�

�������

O����1981828384年�

828384年

第7図性格区分別総事業費の推移

鉱業分野

その他

基礎研究分野

地下水分野

環境分野

エネルギｰ分野

土木分野

1981828384年

第8図目的分野別総事業費の推移

100万フラン����

��1,111�1,098�1,070､

�〰����

�������

野�429���

���㈰���

�〉��

他�190���

����

�����

野�119���

�����㌹

一野�87���

���

野100���80�75

���

������

}野����

野O�31�44�49�56

���19S1828384隼�

レスト･セソタｰ(480名)IFP海外科学技術研究所

(ORSTOM)のニュｰカレドニア及びマダガスカルにあ

る海洋研究所大学たどで研究が行われておりBRGM

は黙水性鉱床及び物理探査の部門がそれらの研究機

関と協力を行っている.�
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第4表昆RGMの主な出版物

Geochronique(地質学会と共同)季刊

�������慮捥

Chroniquede1aRechercheMiniさre

Geother㎜ieActualis(エネルギｰ庁と共同)

����汯�攀

Me皿｡ires(不定期)

Documents(不定期)

地質図類

1/5万1/8万1/25万1/32万1/150万図幅

各種テｰマ別地質図

海外地質図(サウジアラビアオｰマンなど)

地熱エネルギｰ開発に関する研究は主としてエネル

ギｰ庁の地熱研究所(IMRG)で行われているがBRGM

でもこれと協力Lて低エネルギｰ地熱帯水層の調査研

究を行ったりレユニオン島における高温地熱地帯の試

錐調査を行ったりしてきた.

杉原料資源に関しては原子力庁の総合核燃料公社

(COGEMA)において調査研究及び開発が行われてい

る･BRGMは原子力庁及び放射性廃棄物管理庁の

要請をうけて放射性廃棄物の貯蔵方法についての研究

として花筒岩や粘土層中の地下空洞において実験を行

った.

基礎的科学的調査研究においてもBRGMはフラ

ンス科学研究所(CNRS)ORSTOM及び国立宇宙研究

センタｰ(CNES)たどとの間で協定を結びrフラン

ス深部地質学｣プログラムとして5万分の1の地質図

幅調査や1000mに達する試錐調査を行ってきたがこ

のプログラムと連携してさらに2つの新しい国家的プ

ログラムECORS(リソスフェア地震波探査断面計画及び

GDG(深部地熱資源探査計画)が実施されることにたった.

環境汚染とくに地下水汚染に関する研究においては

BRGMは環境省の協力を得て地下水中の窒素化合物

や亜硝酸塩の調査地下水の水質に関する全国的デｰタ

ベｰスの作成などを行ってきた.

3.フランスの資源開発に関する対タド援助

フランスにおいては海外資源開発活動に対L政府

が積極的な金融助成を行うことによって途上国への技

術協力･開発協力の実をも上げる政策がとられている.

協力省は傘下の援助協力基金を通じて経済協力中

央金庫から旧植民地及びアフリカ･中米諸国への援助

に出資を行う(1984年で5185百万フラン).また海外領

地下水

㈮�

環境

��

土木

��

原料

��

技術協力地質

��㌲�─

石炭地熱

��

��

百万フラン

鉱床

㈷�

第9図基礎的科学的調査研究費の内訳(1982年)

土庁は海外領土経済社会開発投資基金を通じてニュ

ｰカレドニア･仏領ポリネシアヘの出資を海外県投資

基金を通じてギニア･マルチニクヘの出資を行う.

ECの欧州開発基金に対してもフランスは分担金とし

て全体の25%を占める金額を出資している.

工業省は傘下の高等教育センタｰや高等技術セン

タｰにおいて途上国の研修生を受け入れる.一方とく

に鉱床調査･鉱山開発･鉱山経営に対してBRGM本

体の研究者あるいは系列会社によって技術協力や出

資及び債務保障たどを行っている.1982年の省予算に

おける途上国教育･援助額は40百万フランに上りさ

らに経済協力中央金庫からの補助金36百万フランが加え

られた.第10図に示すようだ海外事務所及び代表部の

活動を通じてこれらの援助が行われる.

4.民間企業との関係

すでにふれたようにBRGMは系列の民間会社を

含む一大グルｰプとして事業が企画･運営されており

公的任務･鉱山会社としての活動･コマｰシャルベｰス

の活動の3つの性格が相互に補完し合って発展Lてき

た.即ち公共機関と民間企業の長所が生かされた結

果10年間に総事業費が5倍に職員数も5割増加し

た.

しかし1972年以降資源分野での事業の停滞によっ

て総事業の中での資源分野の後退地下水･国土保全

分野の増大という方向転換をよぎたくさせられている.

海外援助においても政府がBRGMだとの政府機関

を主体として民間を吸収Lつつ積極的た助成を行うこ

地質ニュｰス395号�
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野肝旺

皿ロコ

旺轟四--���目･田

国���誰

��口�

��E』�

��口腔屯�

�謁1��圃

���田よ

1津

第10図BRGMの海外県･

海外領土事務所海外

代表部の分布

とで民間を活性化させる政策がとられてきた.

参考資料

���湮��数�琮���������

海外経済協力基金(1986)海外経済協力便覧､

金属鉱業事業団資料センタｰ(1982)開発環境解析委員会報告

書昭和56年度.

(1983)フランス鉱業政策(資源

政策)概要.海外資源情報6月号.

(1986)フランスBRGMグル

ｰプの最近の活動状況､海外資料96号.

岡田一郎(1984)欧州諸国における石油開発関連産業の実態

(その1).石油の開発と備蓄8石油公団.

(白波瀬輝夫)

西ドイツの地質調査所

Bundesansta1tfurGeowissenshaftenandRohsto茄e

���倬��砵����㌰〰�慮湯癥爵�䙥�牡�

剥��楣潦��慮�

電話:0511-643-2326テレックス:923730bfb

1958年に設立された国立地球科学天然資源研究所

(BGR)と1959年に設立されたし｡werSaxony地質

調査所(NFfB)は1873年に創立されたPrussian地質調

査所から引き継がれたものである･一般には私達に

馴染み深い名称はBGRである･ドイツは地方の権力

が強く地域に密着した鉱山企業に対しては特に地方の

権能が大きく働くことにたり地方自治カミ徹底してい

る･従って地方の各州と中央政府との分担ははっ

きり分かれている･各地方にはそれぞれ9つの州の地

質調査所があり中央には連邦(国立)地質調査所があ

る.まずその州立地質調査所からご紹介する.

1｡州立地質調査所

西ドイツは10州とベルリンからたるがこの11州の内

ブレｰメン州とベルリンには地質調査所がたくそれぞ

れ近隣の州が代行している.従って州全体で9つの地

方地質調査所がある.即ちBaden-W廿nttemberg

(Freiburg),Bayem(M七nchen),Hamburg(Hanburg),

Hessen(Wiesbaden),Nieders身｡hsen(Hmovea),Nor-

��楮��瑦����晥�����慮搭偦���楮��

Saar1and(Saarbr血｡hen)とSch1eswig-Ho1stein(Kie1)

である(括弧内は所在地名).

組織と機構

各州の地質調査所の組織はほぼ同一であるのでその

代表としてNiedeisachsen地質調査所(Homover)の

組織図を示す(第11図).所員数は400名その内140名

が専門家とたっている.

業務内容

業務内容は次のようにたっている.

a)州内の地質に関すること

1/25,000地質図幅および構造解析

b)鉱床探査

金属非金属石油天然ガス等の探査

C)水理地質

d)土質および土地利用に関すること

農業用土地利用図の作成および土木地質の調査

研究

e)環境地質

地盤沈下地震予知の調査研究

f)地球物理および地球化学的探査研究

1987年7月号�
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所長

次長

第1課

公害と土地利用の問合

せに関すること

第1局

共通課題

第2局

二一タｰザングセン州域内課題

第1部

地球物理

第2部

石油資源と

応用地化学

第11図

回

第4部

地質

第5部

鉱床

第6部

水理地質

第7部

応用地質

二一ダｰサクセソ州地質調査所機構図(1978年2月1日現在)

2一国立地球科学天然資源研究所(彊RG)

一般には連邦地質調査所と表現してもよい.国のレ

ベルで対外的たプロジェクトや大規模かつ共通的た調査

研究および経済省に対するアドバイザｰの役割をはたす

連邦政府経済省所属のものでHannoverにあり(第12

図)通称BGR(Bundesansta1tfurGeowissenshaften

undRohsto丑e)と呼ばれて知名度が高い･以下にBGR

と表現する.

組織と機構

BGRはドイツ経済省(日本の通産省に相当)に所属し

その行政管理は鉱山エネルギｰ局(日本の資源エネルギｰ

庁に相当)に委されている｡建物はNiedersachsen州

立地質調査所と同一所在地にありまた所長と次長は

BGRとその州立地質調査所をそれぞれ併任兼務してい

る･BGRの組織機構を第13図に示す･

BGRの研究部局は次の4つの部局に大別される.

1.Eco口｡micgeo1ogy(エネルギｰおよび鉱物資源海

外地質)

2.一般地質および地質工学(応用地質一般および海

洋地質等)

3.地球物理(物理探査研究および技術開発)

41地球化学および鉱物学(有機無機地球化学探査

鉱物学工作)

そのほかに副局として総務および資料部門がある.

上記の局には66課が含まれている.

BGRの運営は学会および産業界から選ばれた代表者

で構成された運営委員会の諮問によって実施される.

運営委員会のメンバｰおよび所長は経済大臣によって任

命される.

役割

政令によりBGRは次の重要た業務を実施している.

(1)国の資源政策を支えるためのシンクタンク

a)経済省の資源政策決定のための資料として世界

的規模での資源の現状把握すなわち地域別にどのよ

うた資源がどのくらいの分布と埋蔵量がある可能性があ

る(評価)かを地球化学的に解明し把握すること｡

b)経済省の民間企業への補助金支出に関しその内

容審査に当り技術的見地からのアドバイスを行い必要

であれば現地調査の実施.

C)継続中の海外プロジェクトについてのアドバイス

と現地踏査の実施.

第12図ハノｰバｰにおけるBGR全景(津宏治提供)

地質ニュｰス395号�
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������所�長�����

����地質情報センタｰ����広報室����

������次�長�����

��鉱床地質局����地質･応用地質局��地球物理局���地球化学鉱物局�

総務部�文書出版部�地域地質部�鉱物･エネルギｰ資源部��応用地質部�環境地質部�地質部�研究開発部�物理探査部�無機化学部�探.俺渚石鉱物部�有機化学部

人事課�文書課�ヨｰロッバ課�鉱物原料課��応用地質課�水資源探査開発課�地質課�地球物理課�鉱床探査課�料石鉱石イビ学課�鉱床探査課�有機岩石課

予.算課�出版課�アメリカ課�資源研究鉱山統計課��土壌研究課���地震観測所����

������水資源保全課�市生物課��水資淵探盗課�地化学探査水質研究課�鉱物学課�燃料地化学課

購買課�製図複写課�アフリカ課�鉱山経済課��虚構造課�岩石課�海洋地質課�研究開発課�{蝋物探計測繰�分光諜�風イビ岩石鉱物課�同位体地球化学課

庶務課�図書課�中近東課�金属課��岩石地質構造課�水理地質課�遠隔探知謀�空中物探課�海洋物探解析.課�技術開発課�堆積学課�･生化学課

デｰタｰ処理課�保管課�東南アぎア課オｰストフリア�非金属課��放射能廃棄物課�環境保全課��放射能年代;則定課���耕組物分離課�

経済課��南極課�石油課��地下貯蔵課���電磁気課����

契約課���石炭課�����基礎研究課����

���原子燃料課���������

第13図BGRの組織図(1984年12月31日現在)

(2)地質学的および地球科学的研究

BGRの特徴として所内における基礎研究の成果を

海外において実施している.例えば空中物探のテス

トをブラジルのウラン鉱床に適用したり検層10gging

のテストをオｰストラリアの鉛･亜鉛鉱床で実施したり

またマソガソ団塊の研究をフランスとイギリスとの間で

研究協力等行をっている｡

(3)海外開発途上国との経済技術協力

技術協力方式は我が国とほとんど同じであるが日本

の地質調査所と異なる点は相手国政府と経済省との間で

協定が締結されれば協力案件は直接予算と共にBGR

に委託されBGRは実務交渉を相手国政府の担当機関

と行いその規模予算ならびに事前調査と本調査を実

施する.日本ではJICAを通じて行われる.その実

施例は極めて多く例えば1975年～1976年においても

次のようにたっている.

a)Project倉nding(26件)

ハイチドミニカザイｰル中央アフリカ共和国

ケニアコソコガボソイソドネシアフィリピン

アフガニスタ=/(以上金属);ハイチザイｰル中央ア

フリカ共和国ヶニァタソザニァコソコガボン

1987年7月号

ネパｰル(以上石炭非金属);パスキタソマレｰシア

ザイｰルペルｰ(以上石油天然ガス);中央アフリカ

アフガニスタン(以上ウラン)

b)0verseasproject(13件)

ブラジルペルｰボリビアモロッコマリオｰ

トポルダジエラオｰネスｰタソスワジラソドモ

ザソビｰクイエメソビルマパキスタン

第14図に1983～1984年にBGRの実施した海外プ回ジ

ェクトの分布を示す.

(4)特別目的研究

a)研究技術省の要請と資金により古地理層序

リモｰトセンシング人工衛星探査海洋地質の研究が

行われている.

b)経済省の要請と資金により資源別および国別の

minera1potentia1解析を行っている.

c)国際機関とのjointprogrammeを行っている.

例えぼOECDESCAPECACCOPRMRDC

等.

予算と人員

(1)予算�
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洩り融

第14図BGRに関連する海外協力対象地域図

BGRに対する予算は所属する経済省から支出され

ているため運営費と人件費は経済省から配分されてい

るが目的研究の一部は研究技術省(科学技術庁に相当)

からまた海外調査プロジェクトは経済協力省から支出

される｡これらの3省予算がBGRの主たるものであ

るがこれ以外に少額ではあるがドイツ研究所フォ

ルクスワｰゲン財団および宝くじ売り上げ金からの配分

がある.たお経済協力省の資金は海外研究調査の実

施に供されるものでそのための職員の雇用制度は臨時

雇用制をとっている.

BGRの予算と技術援助費の推移(1973～1984)を第15

図と16図に示す･最近の10年間にBGRの仕事量が著

しく増加したためスペｰスが不足し増築されたが

費用は56.6億マルク(約27億円)にもたっている.た

お注目すべきことは1983･1984年の研究費と海外協

力費の内訳は下記の通りとなっておりほぼ対等である･

早欠研究費海外協力費(億マノレク)

��㈳�㈳�

��㈲�㈹�

(2)人員

BGRの総人員は1985年現在で699人でそのうち

591人が正職員(permanent)の定員その他の108人

が臨時雇(tenpOraryCOntraCt)である.西ドイツでは

我が国の完全雇用制度とは異なり国の研究機関といえ

どもドイツ的雇用制をとっている.特に技術協力調

査については臨時雇用制をとっている.ただし技術

協力は3～5年と長くしかも家族同伴での現地赴任で

あるから帰国後もレイオフの期間が充分にとれ静養

できるとのことである.

たお1976年度の科学者と管理支援部門の人員構成は

次のようにたっている(総人員566)･

年次科学技術者

��㈲㈨��

管理および支援技術者

㌴���

括弧内は臨時雇である･またNieder一紬shsen州

立地質調査所とBGRは建物を共有しており人員(定

員)も制限している･その総人員数は約1100名とたる.

1986年度においてもこの数字はほとんど変っていたい.

地質ニュｰス395号�
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㌱�

㌰�

㌱�

㌷�

��

��

��

��

��

第15図BGRの予算の推移(1973-1984年)

おわりに

以上BGRを中心に州立地質調査所を含めてその組

織機構業務内容活動範囲予算人員について紹

介したが日本の地質調査所と比べて特に異なることは

BGRの海外活動の活発さである.対外諸国諸機関

との協力方式ははるかに直接的でありその予算も総

予算の約半分にも達している･また雇用制度も我が

国での終身雇用制に対してドイツではpermanent

とtemporaryの両制を採用し特に海外協力プロジェ

クトに関しては一定期問(3～5年)の臨時雇制をとっ

ている.しかもBGRは連邦政府の資源政策の立案

や民間企業への補助金支出等についても諮問やアドバ

イスを行いその貢献度は極めて大きくその地位は極

めて高いと思われる.

参考資料

カｰルW.ザｰメス(196壬):ドイツ連邦地質調査所～その機構

と業務の紹介(神戸信和訳)地質ニュｰスno.117.

ドイツBGRについて(イギリス海外調査員報告)(1978):海

外鉱業情報vo1.8n0.3.

西ドイツにおける非鉄金属の生産･消費量の推移及び政府の探

鉱投資(ロソドソ海外調査員報告)(1986):海外鉱業情報

癯��湯��

��捴�楴�数�琱�㌯������潮湯癥爀

(倉沢一,長谷川博)

フィンランド地質調査所

Geo1ogianTutk五muskeskus(略称GTK,英名Geo1ogical

卵��潦��慮���業�������ぅ獰潯�

��慮�

電話:90-46931,テレックス:1231859eo1osf'

1987年7月号

㌱�

��

第16図BGRの技術協力費の推移(1973-1984年)

フィンランド地質調査所は1885年に設立され現在北

欧で最大の規模を持つ｡北欧諸国の地質は先カンブリ

ア系一古生層からたる基盤と氷河堆積物を主とする第四

紀層からたるが地質調査所はこれらの地質学的地球

物理学的地球化学的研究を行うほか鉱物資源のイソ

ベ1/トリと探査を目的とする｡重点は産業通商政策上

の二一ズに応えることにおかれている.

機構

フィンランド地質調査所は第17図に示すように通商

産業省に属し大きく2部に分けられている･岩石学

第四紀地質部門は更に岩石学部と第四紀地質部に分けら

れ原子力廃棄物室が独立して傘下にある･鉱物資源

部門は探査部地球物理部地球化学部からたる･

管理サｰビス部門として総務部と情報室があり後者

で出版図書電算機サｰビス業務を分担する.我が

国の企画室に相当する研究管理室はたく2研究部門の

長(Researchdirector)が研究の査定などを行う.

本部は首都ヘルッソキの西方20㎞のエスポｰにおか

れ支所が北極圏(66,301以北)に近いロバニエミと中南

部のクオピオに配置されている｡

人員

フィンランド地質調査所は第二次大戦後拡充された.

1970年始めにも資源問題を契機として大幅た増員があり

1970-72年間に200名以上の定員増があった(第18図).

1985年の総人員は919名各部門への配属は第5表の

通りであり岩石学第四紀地質部門35劣鉱物資源部門

53老総務部7.5%情報室4房の人員構成を持つ.�
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第18図フィンランド地質調査所の人員変化(1885-

1985年)

支所への配属数は大きくその比率はクオピオ支所23劣

ロバニエミ支所20房ムｰト9%総人員の半数以上が

支所に配属されている.

予算

予算はすべて国家予算でありかつ本省からの比率が

高く1985年度の場合98老(1984年は95%)に達する.

総予算は毎年着実に増加L(第19図)1985年の場合128.7

百万フィニッシュマルク(約41･3億円1MK=32.1円換算)

である･人件費は第6表のように総予算の58%を占め

高い比率を持つものに属する.

各分野別の予算を第20図に示す･探査地球化学部

門が伝統的に大きいが最近ではその他分野の予算がの

びている.

1通商産業省1

ボｰド�所�長�____コンシル�����������������

研究部長�研究部長�������������������

岩石学･第四紀地質部門�鉱物資源部門�総務部長������������������

岩石部�第四紀�������������������

地質部�探査部�地球物理部�地球化学部�､総務部����������������

図�課�地�鉱�図�応�ピ�原�探�特�資�工�広�物�広�分�デ�庶�会�情報局�

子��������������������

1�ア�������������������

力�域�1�務�����������������

幅�題�質�幅�用�別�源�ボ�域�理�調�析�図�出�電������

物�ト�廃�1�夕�計�版��������������

棄�算�������������������

作�研�年�作�地�研�予�ン�調�探�査�研�人��������

物�機�������������������

研�調�研�処�����������������

研�事�書�成�サ����������������

成�究�代�学�成�質�究�究�鉱�究�測�査�査�鉱�究�究�理�局�局�果�1

普�ビ�������������������

室�及�ス������������������

'`一�1一�'一�一一�一一�'一�一■�■`�'一�■'�一一�■■�一一�一■�■`■■�一一■■�一一�一一�一一■一一��

支��������������������

中部支所�所�������������������

長��������������������

一�一一一一�■■�･一�一■�一一�■一�一一一一`一�一■�一■一一`一一一一一�一■�一一�一■�一一�11一一�■一一一i一一一�1一�一一�'一一■一一■一一��

支��������������������

北部支所�所�������������������

長��������������������

.一一■�一■�■■�i一一一一･■�一一一一一一一一･一一�'.�一■i一�i一�i一一･一･.一一������������

第17図フィソランド地質調査所(GTK)の機構図

地質ニュｰス395号�
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策5表フィンランド地質調査所の人員表(1985年)

所長ブ回ジェクト代表

岩石学第四紀地質部門

岩石学都

第四紀地質部

鉱物資源部門

探査部

地球物理部

地球化学部

総務部

情報室

合計

同

級

研

究

員

�

�

㌳

㌹

�

㌴

㌲

㈰

㈳

�

1…

員

�

�

�

��

��

�

��

�

㈲

時

雇

用

者

�

㌲

�

�

�

㌀

�

1･1･1･･

他

予

算

雇

用

者

1･･

合

計

�

�

�

㈱�

�

��

��

��

�

㌷

1･1･

支所別人員

ス

ポ

�

�

�

�

�

�

�

�

�

㈸

1…

ク

オ

ピ

オ

�

�

�

�
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㌀
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1コ

㈰

㌲

㌸

�

�

�

�
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㈵

㈸

�

�

�

第6表総予算に対する人件費の割合

1985年

人件費:747×10MK(24億円)58形

その他:46･8(15億円)36%

投資額:7.2(2.3億円)6%

合計:128･7×10MK(41.3億円)100%

1986年

���き��

��㌶─

��─

�������

金

額

マルク(x106)

�　

��　

第19図

皿他政府機関

畠本省予算

　

1975ユ980195

年度

フィンランド地質調査所の予算推移

(1970-1986年)

マルク(x106)

��

全

額

第20図

年度

フィンランド地質調査所の分野別予

算推移(1973-1986年)

文献

�����敲瑯���浩湮慳��潭�����

(石原舜三)

1987年7月号�
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スウェｰデン地質調査所

SverigesGeo1ogiskaUndersむkning(略称SGU,英名

�漱�楣�卵��潦卷���������癡来��

����灰�絡�睥�渮

電話46-18-179000,テレックス761549eosweds

スウェｰデン地質調査所はストックホルムの北方約75

㎞のウプサラにある･設立は1858年当初は図幅調

査を主目的とした.第一次大戦以後さまざまだ業務

鉱床･鉱業原料鉱物の探査土木地質砂礫･ピｰト･

地下水の探査と実態調査だとが追加されスウェｰデン

の鉱物に関する権威ある公的機関としての地位を確立し

た.

機構

スウェｰデン地質調査所(第21図)はフィンランド

地質調査所とほぼ同様な機構と鋭模を持っていたが

1982年の機構改革により探査部を独立させてスウェｰデ

ン地質会社(SGAB,SwedishGeo1ogica1Co.)とL750

人中の450人さらにLule色とM邑1aの事務所を分離し

た.現在では第7表の3研究部と2支所とからたる.

最大の研究部は第四紀地質･水理地質都でありここ

では第四紀堆積物地下水などの図幅記載的研究を行

うが地球化学課がここに設置されている点が特異であ

る(第7表).基盤部には地球物理課が含められている

がこれは鉱物資源がほとんど基盤岩に産すること基

盤岩は第四紀層に覆われることが多くしたがって鉱物

資源探査に物理探査が不可欠であることたどの理由によ

る｡鉱物部に図書･出版･相談業務を含む情報課が設

置されていることも特異である.

人員と予算

定員は273(第8表)でありこのほか70名以上の“ア

ルバイト"の雇用がある･研究者:技官:事務職員の

比率は52:38:10であり研究者の比率金高いのは当

然であるが技官の割合がかなり高い.

1984-86年の決算予算は第9表の通りである.そ

のほとんどは国の直系の予算であるが約1割が他国な

どからの委託費である.

図幅の作成

マッピングは基本的には1/5万スケｰル(全国土で約

800余枚)対象によっては1/10万1/25万スケｰルで実

施されている.1/5万基盤地質図幅は人口が多い南部

(約50枚)と探査の為に行われたキルナ鉄山付近の最北

部(38枚)で若干あるにすぎず完成率は10宕程度であ

第21図A

ウプサラにあるスウェｰデン地質調査所(SGU)

Bスウェｰデン地質調査所の入口

C入口を入ると全く開架式の図書と地図類が現れ

ロビｰを兼ねる

る･しかし完成地質図幅の多くには同一縮尺の構造

空中磁気重力の3図が附随している.空白地域のう

ち北部地域の地質は1/20万1/40万スケｰルでカバｰ

されている所がある.全国カバｰの面では空中磁気図

が最も進んでいる.第四紀地質図枯も基本的には1/5

地質ニュｰス395号�
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策7表

スウェｰデン地質調査所の機構(1986年8月)

所長

助言委員会一一企画･調整室

一基盤部

基盤課:基盤地質図幅探査図幅鉱物化学分析鉱床･先カンブリア系･カレドニア系記載堆

積岩記載工業原料鉱物サｰビス

地球物理課:地球物理図幅探査図幅地磁気放射能測定

一第四紀地質･水理地質部

第四紀地質課:第四紀地質図幅･記載砂礫･ピｰト鉱床記載海洋地質土壌･ピｰト実験室

化石層序学

地下水課:水理地質図幅井戸地質の記載地下水ネットワｰク

地球化学課:地球化学図幅統計解析など

一鉱物部

鉱物資源課:鉱業法資源予測など

情報課1図書岩石鉱物収集古記録地球科学情報ネットワｰク相談業務出版と配布

一事務都

会計課

人事課

デｰタ処理課

一イェテボリ(コッテソハｰグ)支所

一ルンド支所

第8表

スウェｰデン地質調査所の職員数

1985/86年

第9表スウェｰデン地質調査所の決算と予算(1000クロｰネ)

職種･役職だと

所長

部長

企画室長

課長

主任研究官(地質)

同(地物)

課長/部長

地質官/主任研究官

地物官/主任研究官

システム技師

部付主研

地質官

地物官

部付技官/同主任

システム技師

技官/製図官

部付司書/助手

図書館職員

下級吏員･用務員など

合計

個別契約課長

給与雇用者

季節雇用者

1984/85年

定員

�

�

�

�

㈰

㌀

�

�

�

�

�

㌴

㌀

�

�

�

㈱

�

㈲

…1

㌀

　

　

現員

�

�

�

�

�

㌀

�

�

�

�

�

㌴

㌀

�

�

�

�

�

�

…1

㌀

�

�

年間稼

動人員

�

�

�

�

�

㌀

�

�

�

�

�

㌴

㌀

�

�

�

�

�

�

…1

㌀

�

�

定員

�

�

�

�

㌲

�

�

㌷

�

�

�

㌲

�

㈰

�

�

㈲

�

㈰

㈷㌀

�

　

　

現員

�

㌀

�

�

㈹

�

�

㌳

�

�

�

㌱

�

㈰

�

�

�

�

�

㈵�

�

�

�

年間稼

動人員

�

㌀

�

�

㈹

�

�

㌲

�

�

�

㌱

㌀

㈰

�

�

�

�

�

㈴�

�

�

�

,�1984/85決算�1985/86予算

下賜金�36,237(83.5%)�36,904

工業省(P)�3,058(7.O)�3,716

他国機関からの委託費�3,545(8.2)�2,509

その他の委託費�563(1.3)�763

合計�･･…(m･･)1�43,892

･･…(1･…)1

万スケｰルであり1858年から南部を中心に201図幅が

完成されこれには基盤岩の岩石タイプ分げも表示され

ていた.1974年からは第四紀地質のみの表示で南部

中部湾岸部を中心に進められ80図幅の完成をみてい

る.北部地域には基盤地質図と同様に1/20万スケｰ

ルの第四紀地質図幅がある･その内陸側は1979年代以

降に数100枚の1/5万1/10万スケｰルの図幅の完成をみ

たが鉱物資源探査が目的であったから公表されておら

ず1985年からその公表が始められた.

海底地質図はごく一部で砂利資源を目的として作成さ

れている･水理地質図は1960年代後半から人口密集地

の平野部で1/5万スケｰル15図幅が完成されたが1970

年後半から1/25万スケｰルに切り換えられた.地球化

学図はごく最近に1/25万と1/100万スケｰルで始められ

たにすぎたい1

1987年7月号�
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柴田･白波瀬･倉沢･長谷川･石原･田口

参考文献
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(石原舜三,田口雄作)

ノルウェイ地質調査所

Norgesgeologiskeunders⑰ke1es(NGU),LeivEiriks

sonsvei39.7000Trondheim.電話07-921611

ノルウェイ地質調査所(第22図)はノルウェイの中

都市トロントバハイム(人口約13万人)にある.産業省

に属し所長事務長のもとに基盤部地球物理部

地球化学部第四紀部の4部他に事務課と情報室とが

ある(第10表)･支援技術者の数が多い.

人員は222名うち研究者は86名そのうち博士号取

得者は14名である.

予算は84房が母体の産業省からのものであり残り16

房が産業界他省庁からのものである.予算総額は

1985年の場合71,117,000KR(日本円約15･2億円1ク

ロｰネ21.4円換算)のうち人件費は58房である(第11表)｡

予算の特色は旅費が占める割合が著しく高い点である･

野外調査には目当150KR(3210円)宿泊220KR(4710円)

残業手当30KR(642円)が支払われさらに歩く距離によ

って㎞当り1,05KR(23円)自分の車で調査する場

所長

事務長

第10表

ノルウェイ地質調査所の機構と人員

事務課(25人)

基盤部舳下輩ぶ叢鰍1

地球物理部(38人)丁鉗総叢撒;

地球化学部(48人)r二堵撃碁洛;1丈;

第四紀部舳■F仰繊1

第11表

情報室(20人)

ノルウェイ地質調査所の予算(1985年)

人件費(給料･保険だと)

旅費

備品費

消耗品

電話･図書･印刷費

ヘリコプタｰ･車代だと

営繕費

運営費I(日常費)

同皿(実験･相談業務だと)

その他

���

���

��　

㈮㌷�

㌮㈴�

㌮��

���

㈮㈰�

㈮㈷�

���

58.2劣

��

�㌀

㌮㌀

��

��

��

㌮�

㌮�

㈮�

合計

����〳�

(1クロｰネ21.4円換算15.2億円)

合は2.25KR(48円)/㎞が支抵われる.すたわち悪条

件の野外調査を推奨する制度がとられている.

文献

������浥�楮�����

(石原舜三)

第22図ノルウェイ地質調査所の全景
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